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（参考１－別添３）

篠津中央二期地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域：北海道江別市、石狩郡当別町、石狩郡新篠津村、樺戸郡月形町

(2) 受 益 面 積：7,460 ha（田 7,460ha）

(3) 事 業 目 的：用水改良 7,460 ha

(4) 主要工事計画：頭首工 1 箇所（改修）

(5) 国 営 事 業 費：49,500 百万円（平成22年度時点 50,930 百万円）

(6) 工 期：平成 7年度～平成28年度予定

（平成 7年度～平成25年度 工事期間）

（平成26年度～平成28年度 施設機能監視期間）

2.投資効率の算定
区 分 算 定 式 数値（千円） 備 考

国営 53,577,984、関連 91,073,449総事業費 ① 144,651,433

年総効果額 ② 10,884,110

廃用損失額 ③ 1,307,487 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 43 年 当該事業の耐用年数

還元率×(1+建設 ⑤ 総合耐用年数に応じ年総効果額から妥

利息率） 0.0587 当投資額を算定するための係数

妥当投資額 ⑥＝②/⑤－③ 184,111,763

投資効率 ⑦＝⑥/① 1.27
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3.年総効果額の総括
区 分

年総効果額 効 果 の 要 因

効果項目 （千円）

用水の安定供給、ほ場条件の改善による農作物生産量

作 物 生 産 効 果 427,983 の増減

品 質 向 上 効 果 30,650 畑地かんがいによる作物の品質の向上

用水の安定供給、排水改良、区画整理（関連事業）等

営農経費節減効果 4,876,899 による営農経費の増減

維持管理費節減効果 192,008 施設の新設、廃止及び改修による維持管理費の増減

更 新 効 果 4,474,447 施設の改修による現況施設機能（農業生産）の維持

災 害 防 止 効 果 549,157 頭首工の改修による、洪水災害の未然防止

橋梁の架け替えによる維持管理費の増減及び現況施設

公共施設保全効果 18,436 機能の維持

河川流況安定効果 203,644 農業用水の水源振り替えによる河川流況の安定

農業用用水路の有する機能のうち、地域用水としての

地 域 用 水 効 果 6,153 利用の増加

頭首工の新設等に当たり、魚類の生息環境に配慮した

水辺環境整備効果 104,733 整備（魚道）等による水辺環境の保全

計 10,884,110

廃 用 損 失 額 1,307,487 耐用年数が尽きていない廃止施設の残存価値
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4.効果額の算定方法

（１）作物生産効果
○効果の考え方

用排水改良及びほ場整備の実施により、用水の安定供給やほ場条件の改善が図られることに

よって、作物別作付面積が増減（作付増減効果）し、単位面積当たり収量が増加（単収増加効

果）する効果。

○対象作物

水稲、小麦、大豆、小豆、ばれいしょ、かぼちゃ、たまねぎ、はくさい、にんじん

メロン、きゃべつ、レタス、ブロッコリー、カーネーション、かすみそう

○年効果額算定式

生産増減量×生産物単価×純益率

○効果額の算定（算定例：水稲、小麦）

作 作 付 面 積 効 果 単収増 増 加 単 価 増 加 純益 年効果額(ha)
物 生産量 粗 収 益 率

(kg/10a) (t) ( /t) (千円) (％) (千円)名 現 況 計 画 増 減 要 因 千円

① ② ③=②-① ④(計画 ) ⑤=③×④
2,798 4,744 1,946 作付増 510 9,925

⑤ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧
水 小計 9,925 15 148,875 8 11,910

④=⑤/① ⑤単収増
2,798 35 979（冷害防止）

④=⑤/① ⑤単収増
61 3 72（水害防止）

④（増） ⑤=②×④単収増
1,994 10 199（水管理改良Ⅱ）

④（増） ⑤=②×④単収増
稲 1,033 14 145（乾田化Ⅱ）

⑤ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧
小計 1,395 192 267,840 76 203,558

計 215,468

① ② ③=②-① ④ 現況 ⑤=③×④（ ）
1,708 776 △932 434 △4,045作付減

⑤ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧小
小計 △4,045 161 △651,245 － －

④（増） ⑤=②×④単収増
286 45 129（乾田化Ⅱ）

④（増） ⑤=②×④単収増
761 68 517（田畑輪換）

⑤ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧麦
小計 646 161 104,006 72 74,884

計 74,884

計 427,983

※主な作物を事例として示す。その他の作物も含めた詳細については「篠津中央二期地区の事業の

効用に関する詳細」を参照。
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・作付面積：現況作付面積は、地域現況に基づく作物別面積割合をベースに按分して算定。計

画作付面積は、国営篠津中央二期土地改良事業変更計画書の作物別面積割合をベ

ースに按分して算定。

・単 収：現況は農林水産統計等による最近５ヶ年の平均単収を排水改良による効果発現を

踏まえて補正した値。計画は冷害防止、水害防止、乾田化、畑地かんがい等によ

る増収を考慮して決定した値。

・生産物単価：農林水産統計等による近年５ヶ年の販売価格に消費者物価指数を反映した

価格。なお、水稲の作付増に係る単価は飼料米の単価を用いている。

・純益率 ：経済効果測定に必要な諸係数通知による標準値等を使用。
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（２）品質向上効果
○効果の考え方

畑地かんがいにより、農産物の規格等が向上し、単価が上昇する効果。

○対象作物

かぼちゃ、メロン

○年効果額算定式

効果発生量×品質向上による単価上昇額

○年効果額の算定

効果発生 計画単収 効果 生産物単価 年効果額
面積 発生量 (千円/t)

作物名 効果要因 (ha) (kg/10a) (t)
現況 計画 上昇額 （千円）

① ② ③=①×② ④ ⑤ ③×⑥⑥=⑤-④

かぼちゃ 27 1,804 487 90 95 5 2,435畑地かんがい

メロン 20 2,474 495 333 390 57 28,215畑地かんがい

計 30,650

・効果発生面積：作物生産効果の作付面積に基づく。

・計 画 単 収：作物生産効果の計画単収に同じ。

・現 況 単 価：農林水産統計等による最近５ヶ年の販売価格に消費者物価指数を反映した価

格。

・計 画 単 価：現況単価に国営篠津中央二期土地改良事業変更計画書に基づく上昇額を加算

した価格。
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（３）営農経費節減効果
○効果の考え方

用水の安定供給、排水改良及びほ場整備による大区画化により、水管理作業の効率化及び

ほ場内の作業効率の向上が図られ作物生産に要する経費が節減される効果。

○対象作物

水稲、小麦、大豆、小豆、ばれいしょ、かぼちゃ、たまねぎ、はくさい、にんじん、

メロン、きゃべつ、レタス、ブロッコリー

○年効果額算定式

（現況単位当たり営農経費－計画単位当たり営農経費）×効果発生面積

○年効果額の算定

算定例：区画整理の水稲 ：未整理乾田 →50a区画乾田

用水改良のみの水稲：50a区画乾田→50a区画乾田

区画整理のかぼちゃ：未整理乾田 →50a区画乾田

ha 当 た り ha当たり 効果発
営農経費 節減額(円) 生面積 年効果額

(ha) （千円）
⑤=(①+③)作物名 労働費（円） 機械等経費（円）

-(②+④) ⑥ ⑦＝⑤×⑥
現 況① 計 画② 現 況③ 計 画④

水稲 383,040 218,240 1,619,395 771,595 1,012,600 315 318,969
（ ）区画整理-50a

（用水改良）

水稲 225,280 218,240 825,557 771,595 61,002 631 38,492
（用水改良）

かぼちゃ
1,080,800 1,082,720 1,092,537 1,112,926 △22,309 2 △45（用水改良）

総 計 4,876,899

※主な作物を事例として示す。その他の作物も含めた詳細については「篠津中央二期地区の事業の

効用に関する詳細」を参照。

・現況経費（①,③ ：国営篠津中央二期土地改良事業変更計画書を基に農林水産統計等によ）

り補正している。

・計画経費（②,④ ：国営篠津中央二期土地改良事業変更計画書を基に農林水産統計等によ）

り補正している。

・効果発生面積 ：作物生産効果の作付面積に基づく。
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（４）維持管理費節減効果
○効果の考え方

土地改良施設の新設、改修、廃止により、従前に要していた施設の維持管理費が増減する効

果。

○対象施設

頭首工、揚水機、用水路、排水機、排水路

○年効果額算定式

現況維持管理費－計画維持管理費

○年効果額の算定

現況維持管理費 計画維持管理費 年効果額(千円) 備 考

（千円）① （千円）② ③＝①－②

638,988 446,980 192,008

・現況維持管理費（① ：国営篠津中央二期土地改良事業変更計画書を基に、経済効果測定に）

必要な諸係数通知による支出済費用換算係数により補正している。

・計画維持管理費（② ：国営篠津中央二期土地改良事業変更計画書を基に、経済効果測定に）

必要な諸係数通知による支出済費用換算係数により補正している。
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（５）更新効果
○効果の考え方

老朽化した土地改良施設を更新することにより、現況施設の機能及び従前の農業生産が維持

される効果。

○対象施設

頭首工、揚水機、用水路、排水機、排水路

○年効果額算定式

最経済的事業費×還元率

○年効果額の算定（算定例：頭首工、揚水機、用水路、排水路）

最経済的 還元率 年効果額

対 象 施 設 事業費 （千円） 備 考

（千円）① ② ③＝①×②

石狩川頭首工 54,263,900 0.0466 2,528,698 耐用年数50年

125,122 0.0736 9,209 耐用年数20年中小屋揚水機(ポンプ)

月形用水路 295,620 0.0736 21,758 耐用年数20年

沼川排水路 207,406 0.0505 10,474 耐用年数40年

計 4,474,447

※主な施設を事例として示す。その他の施設も含めた詳細については「篠津中央二期地区の事業の

効用に関する詳細」を参照。

・最経済的事業費（① ：現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合の事業費。）

国営篠津中央二期土地改良事業変更計画書を基に、経済効果測定に

必要な諸係数通知による支出済費用換算係数により補正している。

・還元率（②） ：各施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。
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（６）災害防止効果
○効果の考え方

石狩川頭首工を改修することにより、洪水による災害が未然に防止される効果。

○対象施設

作物、農業用施設、一般資産及び公共資産

○年効果額算定式

想定被害軽減額×生起確率

○年効果額の算定

想定被害軽減額 生起確率 年被害軽減額
対象資産 備 考

（千円）① ② ③＝①×②

農業部門 48,687,553 0.0067 326,207

被害発生降雨確率年数 150年

一般・公共部門 33,276,101 0.0067 222,950

計 549,157

・想定被害軽減額（① ：国営篠津中央二期土地改良事業変更計画書を基に、経済効果測定に）

必要な諸係数通知による支出済費用換算係数により補正している。

・生起確率（②） ：被害発生降雨確率年数を基に算出される係数。
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（７）公共施設保全効果
○効果の考え方

農業用排水路の改修に伴い、橋梁の架け替えを補償工事として行うことにより、地域の利

便性が確保されるとともに、施設の耐用年数が増加すること等により付随的に便益が向上す

る効果。

○対象施設

橋梁

○年効果額算定式

（維持管理費節減効果＋一般交通等経費節減効果＋更新効果）÷当該施設の耐用年数に応じ

た還元率×当該土地改良事業の総合耐用年数に応じた還元率

○年効果額の算定

対象施設 維持管理費節減効果 一般交通等経費節減 更新効果 計

① （千円） 効果 ② （千円） ③ （千円） （千円）

橋梁 △ 33 － 18,469 18,436

・維持管理費節減効果（① ：橋梁の補償工事によりこれまで必要とされた維持管理費が増減）

する年効果額を算定。

・更新効果（③ ：橋梁の補償工事により現況の施設機能が維持される年効果額を算定。）
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（８）河川流況安定効果
○効果の考え方

、 、地区内の篠津川から取水している揚水機の廃止に伴い 石狩川に流下する河川水が増加し

下流の利用可能な水量が増加する効果。

○対象河川

石狩川、篠津川

○年効果額算定式

河川流況安定化寄与水量×原水開発単価×還元率

○年効果額の算定

河川流況安定化 原水開発単価 妥当投資額 還元率 年効果額

対象河川 寄 与 水 量 ① ② ③＝①×② （千円）

（千m ） （円/m ） （千円） ④ ⑤＝③×④3 3

石狩川 1,955 2,492 4,871,860 0.0418 203,644

篠津川

・河川流況安定化寄与水量（① ：下流域の河川水利用可能量が増加する量。）

・原水開発単価（②） ：国営篠津中央二期土地改良事業変更計画書を基に、経済効

果測定に必要な諸係数通知による支出済費用換算係数によ

り補正している。

・還 元 率 ：農業用ダムの耐用年数と割引率を基に算出される係数。



- 12 -

（９）地域用水効果
○効果の考え方

農業用用水路はかんがい目的以外にも、多くの機能を有しており、その機能のうち、生活

用水、防火用水としての利用が増加する効果。

○対象施設

用水路

○年効果額算定式

施設の設置経費の節減額×還元率

○年効果額の算定

投 資 施 設 名 投 資 額 耐用年数 還元率 年効果額 千円 備 考（ ）

（千円）① （年） ② ③＝①×②

生活用水 1,798 5 0.2246 404

防火用水 113,850 40 0.0505 5,749

計 6,153

・投資額（① ：国営篠津中央二期土地改良事業変更計画書を基に、経済効果測定に必要な）
諸係数通知による支出済費用換算係数により補正している。

・還元率（② ：施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。）



- 13 -

（１０）水辺環境整備効果
○効果の考え方

頭首工の改修に伴い、周辺環境に配慮した設計、構造とすることにより水辺環境が保全、

創造される効果。

○対象施設

頭首工、用水路

○年効果額算定式

環境に配慮した機能を付加するために要する追加投資経費×還元率

○年効果額の算定

（ ）環境追加投資経費 還元率 年効果額 千円
施 設 名 備 考

（千円）① ② ③＝①×②

頭首工（魚道） 2,180,400 0.0466 101,607 耐用年数50年

用水路（植栽工） 61,893 0.0505 3,126 耐用年数40年

計 104,733

・環境追加投資経費（① ：国営篠津中央二期土地改良事業変更計画書を基に、経済効果測定）

に必要な諸係数通知による支出済費用換算係数により補正してい

る。

・還元率（②） ：施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。



- 14 -

（１１）廃用損失額
○考え方

改修を行う土地改良施設のうち、耐用年数が尽きていない施設については、改修によって施
設の有する残存価値が失われる。この価値を廃用損失額（デッドコスト）として算定。

○対象施設

揚水機、用水路、排水機、排水路、橋梁

○廃用損失額算定式

償却資産額×残存率

○廃用損失額の算定（算定例：用水路、橋梁）

現況施設 償却資産額 残 存 率 廃用損失額

設置年 （千円） 廃用時までの 今後の使用 残存率 （千円）

（廃用施設） ① 使用年数② 可能年数③ ⑤＝①×④④＝③/ ②＋③（ ）

S37 196,261 39 1 0.025 4,907美原幹線

第１支線用水路

沼川村道橋① S44 23,345 37 23 0.380 8,871

計 1,307,487

※主な施設を事例として示す。その他の施設も含めた詳細については「篠津中央二期地区の事業の

効用に関する詳細」を参照。

・償却資産額（① ：廃用施設の事業費から廃棄価格（スクラップとしての価格）を差し引い）

た額。国営篠津中央二期土地改良事業変更計画書を基に、経済効果測定

に必要な諸係数通知による支出済費用換算係数により補正している。

・廃用時までの使用年数（② ：建設時から、各施設の廃用までに使用される年数。）

・今後の使用可能年数（③） ：当該廃用施設の標準耐用年数－廃用時までの使用年数。
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5.評価に使用した資料

【共通】

・農林水産省構造改善局計画部(監修)(1997)「[改訂]解説土地改良の経済効果」大成出版社

【事業費】

・当該事業費及び関連事業費に係る一般に公表されていない諸元については、北海道開発局札幌

開発建設部札幌北農業事務所調べ（平成21年）

【効果額】

・北海道開発局（平成16年6月 「国営篠津中央二期土地改良事業変更計画書」）

・北海道農林水産統計年報（農業統計市町村別編、総合編（平成14年～平成20年 ）北海道農林）

水産統計協会

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日農林水産省農村振

興局企画部長通知（一部改正：平成22年３月31日農林水産省農村振興局整備部長通知 ））

・効果算定に必要な各種諸元については 北海道開発局札幌開発建設部札幌北農業事務所調べ 平、 （

成21年）






















































